
平成１平成１８８年度日本商工会議所事業活動計画のあらまし年度日本商工会議所事業活動計画のあらまし

１．政策提言活動とその実現
～将来に安心感を持てる国づくりを目指して～～将来に安心感を持てる国づくりを目指して～

・デフレ克服を確かなものとした内需主導の自律的経
済成長
・「小さくて効率的な政府」を目指した行財政・社会保
障・税制の抜本改革
・出産・子育てにやさしい社会の実現と将来を担う人材
の育成

・「日商ニュースファイル」、「Ｅメール通信」、
「石垣」、「会議所ニュース」、記者会見等による情報
提供
・各地商工会議所の協力によるＬＯＢＯ等、各種調査・ア
ンケート等の実施とフィードバック

要望・報告書等の取りまとめ

・会頭・副会頭会議、常議員会、議員総会、会員総会での
活発な討議
・ブロック総会等の機会を活用した日商会頭との意見交換
・夏季政策懇談会の開催
・各種委員会・小委員会等での具体的な討議

日商・全国商工会議所
のネットワークの強化

～～実行する実行する、、信頼される、愛される商工会議所へ全力での取り組みを信頼される、愛される商工会議所へ全力での取り組みを～～

３．コンパクトでにぎわい
のあるまちづくりの推進
と地域産業の振興

５．新時代に対応した商工
会議所の組織・財政・運
営基盤の強化、事業の展
開

２．中小企業の健全な成長･
発展と、創業・経営革新
への挑戦支援

４．諸外国とのＦＴＡ・Ｅ
ＰＡの推進と国際ビジネ
ス活動支援
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平成１平成１８８年度日本商工会議所事業活動計画年度日本商工会議所事業活動計画

２．中小企業の健全な成長・発展と、創業・経営革新への挑戦支援

◆中小・小規模企業の自助努力や再生を支援するための創業・経営革新、人材確保、金融対策、技術革新等への対応
－ ｢創業塾｣ ｢経営革新塾｣の開催・「創業・経営革新挑戦支援フォーラム」の実施、「企業等ＯＢ人材マッチング事業」の

実施、小企業等経営改善資金融資制度（マル経）およびセーフティネット保証・貸付等の普及・推進、「中小企業再生
支援協議会」の活動を通じた中小企業の再生支援、中小企業金融の動向把握、経営安定特別相談事業の効果的な
推進、ＳＢＩＲ（中小企業技術革新制度）の普及・啓発、産学官連携事業の支援、消費税の制度改正に伴う相談事業・
税務書類作成指導の実施 等

◆三位一体改革実施後の各地商工会議所における経営改善普及事業等の円滑な実施に関する研究・提言
◆事業承継円滑化のための税制措置の確立をはじめ中小企業関係税制のより一層の是正･拡充
◆中小企業金融の円滑化・多様化、事業再生などに関する研究･提言
◆中小企業の会計に関する指針の周知・普及の推進、経営実態に即した企業会計のあり方の研究
◆中堅・中小企業が容易に知的財産（特許・実用新案・商標等）権を取得・保持できる環境の実現等
◆革新的な中小企業・経営者を対象とした各地商工会議所における表彰・顕彰制度の創設･運営の奨励･支援

１．政策提言活動とその実現１．政策提言活動とその実現

◆わが国の国家運営、社会・経済運営、企業経営に関する総合的な重要政策課題についての提言・要望
◆地方分権と三位一体改革、規制改革、行財政改革の推進のための研究・提言
◆出産・子育てにやさしい社会の実現を目指した提言と少子化対策の啓発・普及

◆年金・医療・介護を総合的に捉えた社会保障制度の抜本改革実現のための研究・提言
◆わが国の将来を担う人材育成を目指した教育問題全般についての研究・提言
◆わが国の財政構造や国・地方を通じた税財政体系のあり方の研究･提言
◆ユーザーである中小企業者の立場に立った政策金融改革の実現
◆企業活動の実態に即した各種経済法制のあり方の研究・提言
◆中小企業の立場に立った、労働関係法制の規制緩和や適切な雇用対策の実現
◆雇用の流動化や就業形態の多様化に対応した、商工会議所における雇用対策事業の具体化についての検討

 主 要 事 業

 重 点 課 題

全国商工会議所ネットワークを活用して取り組む重点課題とその解決に向けた主要全国商工会議所ネットワークを活用して取り組む重点課題とその解決に向けた主要事業事業

 主 要 事 業

 重 点 課 題

適切な経済運営とともに、行財政改革、少子化問題、社会保障、
税制・金融、まちづくり、経済連携問題等、わが国経済社会の潜在
力をフルに発揮する持続的発展を目指した政策提言活動を展開す
るとともに、教育問題、地球環境問題、国際関係等について、政府･
与党をはじめとする要路に、全国商工会議所ネットワークを活用し
た迅速・的確な政策提言を行う。

日本経済のダイナミズムの源泉である中小企業の活性化を促進
するため、金融対策、人材確保などの諸施策の普及･推進を図ると
ともに、創業・経営革新（第二創業）への挑戦支援、表彰・顕彰制度
の奨励等を通じて、活力ある中小企業経営者の発掘・支援に努め
る。



2

全国商工会議所ネットワークを活用して取り組む重点課題とその解決に向けた主要事業全国商工会議所ネットワークを活用して取り組む重点課題とその解決に向けた主要事業

５．新時代に対応した商工会議所の組織・財政・運営

基盤の強化、事業の展開
◆電子政府・電子自治体や電子商取引等に対応した「ビジネス認証サービス」のさらなる普及促進
◆大学等との産学連携による、地方出身学生を対象とした人材育成、就職支援事業等の強力な推進
◆企業実務においてＩＴを利活用する実践的な知識・スキルの修得に資するための「日商ＰＣ検定試験」の普及
◆パソコンソフト等による電子会計実務に対応した中小企業等の人材育成のための「電子会計実務検定試験」の普及
◆インターネットを活用したその他の「ネット試験」やｅラーニングなどＩＴ世代に向けた検定事業の普及・推進
◆イントラネットによる各地商工会議所からの事業活動・会議所運営に関する相談体制の整備、先進事例の提供等
◆「全国商工会議所専務理事・事務局長会議」等における商工会議所運営・事業・法制面の諸課題の検討
◆適格退職年金から特定退職金共済への非課税移換に伴う特定退職金共済制度の法的整備の実現、各地商工会議所
における制度運営への支援
◆各地商工会議所の財政基盤強化に向けた会員サービス事業の一層の普及促進・改善や新規事業開発の検討
◆各地における商工会議所等の合併に関する、研究・情報提供等を通じた支援
◆商工会議所向けのＴＯＡＳ／Ｗｅｂ版に関する普及・研修
◆当所公認サイト「ＣＨＡＭＢＥＲ ＷＥＢ（チェンバーウェブ）」コンテンツのさらなる拡充による各地商工会議所のＰＲ支援
◆全商女性連における「女性起業家大賞」による女性の創業支援等を通じた商工会議所女性会活動の支援

◆日本ＹＥＧにおける「ＹＥＧ大賞」、「ＹＥＧビジネスプランコンテスト」等を通じた商工会議所青年部活動の支援
◆商工会議所向け個人情報漏えい賠償共済制度、災害補償共済制度による各地商工会議所の危機管理の支援

 重 点 課 題

 主 要 事 業

商工会議所を取り巻く環境が厳しさを増す中、効率的で活力
ある地域経済社会を実現するため、地域総合経済団体にふさ
わしい商工会議所の組織・財政・運営基盤の強化への取り組み
を支援する。また、同一経済圏の商工会議所および他の経済団
体との連携に向けた自主的な取り組みを支援する。さらに、新し
い時代に対応した機能・システムを通じて、中小企業のＩＴ社会
への対応や人材育成・能力開発への取り組みを支援するととも
に、各種収益事業の強化策を検討する。

４．諸外国とのＦＴＡ・ＥＰＡの推進と国際ビジネス活動支援

◆ＷＴＯ交渉や新たなＦＴＡ・ＥＰＡに係わる調査研究・提言等への取り組みの強化

◆今後発効が見込まれるマレーシア、タイ等とのＥＰＡに基づく特定原産地証明書の発給体制の構築
◆会頭を団長とするハイレベル・ミッション（インド）をはじめとする各種経済ミッションの派遣、受け入れを通じた諸外国と
の経済交流の促進
◆多国間・二国間経済委員会の活性化ならびに在外日本人商工会議所との連携強化を通じた、日本企業のビジネス環
境の整備

 重 点 課 題

 主 要 事 業

国際経済環境の変化を踏まえ、ＷＴＯ交渉や新たなＦＴＡ・ＥＰＡの
締結に関わる取り組みを強化することにより、各国・地域との貿易・
投資の自由化・円滑化を推進するとともに、中小企業の国際ビジネ
ス活動を支援する。

重 点 課 題

３．コンパクトでにぎわいのあるまちづくりの推進と地域産業の振興

人口減少時代の社会に対応したコンパクトでにぎわいのあるまち
づくりの推進や低迷する地場産業の活性化を図るため、「まちづくり
３法」の改正に円滑に対応するとともに、地域資源を活かした地域
ブランド力の育成・強化に向けた取り組みを支援する。併せて、まち
づくり運動の一環として、産業観光など新しい切り口による観光振
興への取り組みを支援する。

◆「まちづくり３法」改正に関する説明会・情報交換会の開催等を通じ、各地商工会議所における法施行に向けた準備を
支援する等、まちづくり運動を国民運動として全国的に推進
◆「まちづくり特別委員会」で、人材育成等まちづくり推進のための方策、「中心市街地活性化協議会」と商工会議所等の
関わり方、中心市街地活性化税制や後継者が希望を持てるような事業承継税制のあり方を検討し提言
◆「中小商業ビジネスモデル連携支援事業」の推進による中小商業者の競争力強化
◆「商工会議所観光大会２００６」（１０月１２･１３日、北海道函館市）の開催など各地商工会議所における産業観光等の
「ニューツーリズム」振興への取り組みを支援

◆「ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業」の推進による国内外の市場で通用する地域産業のブランド力の育成・強化、海外市
場への販路開拓の支援
◆「小規模事業者新事業全国展開支援事業」の推進による全国規模のマーケットを狙った特産品開発・観光資源開発、販
路開拓の支援

主 要 事 業


